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章「日本のFTA交渉の対応と課題」では、一転して日本のFTA問題を採り上げて、その直面する
課題、すなわち農業問題と外国人労働者問題に焦点を当てて、その解決策に言及している。さて、続
く第８章から第１０章は、ともに国際学会における報告を元にして書かれたすぐれた英語論文である。
第８章「１９９０年代における日本の外資政策と対内直接投資の増加」は９０年代における日本への外資の
進出状況やその急増要因を分析しており、第９章「北東アジア経済協力と日本」では、環日本海経済
圏の重要性と日本の役割について述べられている。最後の第１０章「海外直接投資と持続的成長」で
は、発展途上国への海外直接投資の重要性と持続的成長を推進するための課題について幅広い意見を
開陳している。
以上概観したように、本書はアジア太平洋地域に属する経済大国である、米国、中国、日本を中心
に通商問題を主題としながらも、直接投資や経済協力そして発展途上国の開発問題にまで幅広く論及
し、現在の国際経済社会において最重要と思われる課題を取り上げて整理分析し、検討している。
現在、世界の経済状況は大きく変化している。とくに、２００７年半ば以降の米国発のサブプライム問
題に起因する世界金融危機の発生は、翌２００８年９月のリーマンショックへと波及し、世界経済は急激
に悪化し、世界同時不況といわれる状況となった。こうした中でも、２００８年北京オリンピックを成功
裏に導き、２０１０年の上海万博開催を目前に控える中国は、今なお世界で唯一、高い経済成長を誇って
いる。２００９年には、ドイツを抜いて輸出額で世界第１位になり、２０１０年にはGDPで日本を抜いて世
界第２の経済大国になることが確実視されている。こうした中国の興隆は、これまでの世界の経済地
図を大きく塗り替えることになるであろう。
本書の骨格をなす主題は、繰り返しになるが、アジア太平洋における経済大国である米国、中国、
日本の１９９０年代以降の相互の経済関係を整理分析し、相互の発展過程に検討を加えて道筋を明らかに
したことであろう。
本書の最大の貢献は、中国の興隆という新たな局面に立ち至った今後の世界経済を占う場合におい
て、今後、米中日３カ国がどのような相関関係の保ち続けるのか、そして、各国それぞれがどのよう
な発展過程をたどるであろうかという課題を考える上で、大いなる示唆を与えてくれることであろ
う。また、１５年不況からの脱出を模索し続ける日本にとっても通商政策の重要性とその限界を知る上
で貴重な著作というべきであろう。
最後に著者への注文を付するとすれば、２００７年以降の世界金融危機の発生と共に大きく変化した米
国、中国、日本のそれぞれの経済、貿易関係を整理、分析し、さらに今後のアジア太平洋を読み解く
ような見解を近い将来披露していただけることを期待したい。
国際貿易や通商政策の研究者のみならず、学生諸君、さらには貿易、外交に携わる実務家諸氏にと
っても欠くべからざる一書といえよう。
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